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研究成果の概要（和文）：企業の雇用管理区分は、従来の正社員／非正社員、総合職／一般職にみられるような
二元的区分から多元化していた。雇用管理区分を統合しシングルステイタス化を推し進める企業では、従来の人
事制度を一本化する方向性と職務中心の人事制度をもとに異動もジョブポスティングとする2つの方向性が見ら
れた。また、人事制度や業務そのものにジェンダーが介在する余地はそれほど大きくなく、上司の無意識のジェ
ンダーバイアス等の要因が、女性のキャリア形成を妨げていた。転勤可／不可で資格を区分することが、新たな
雇用区分として機能しており、「転勤による異動」と「転居伴わない転勤による異動」の機能を分けて考える必
要性が示唆された。

研究成果の概要（英文）：The employment management distinction of companies in Japan has diversified 
from the conventional binary distinction. In companies that are consolidating employment management 
distinction and promoting a single track, there are two directions: the direction of unifying the 
conventional personnel system, and the direction of making transfers also job posting based on the 
job-centered personnel system. In addition, although gender is not directly involved in the 
personnel system or job, the unconscious gender bias of the supervisor hinders the development of 
women's careers. Sorting qualifications according to whether they could be transferred functioned as
 a new employment category. It is necessary to consider separately the functions of transfer with 
changing residence and transfer without changing residence.

研究分野： 社会学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
雇用管理区分の見直しや転勤の有無による雇用管理区分は、男女の労働者にどんな影響を及ぼしているのか、雇
用管理区分がいかにジェンダーと関わっているか等の課題について、雇用管理区分の見直しを行った企業へのヒ
アリング調査、その企業で働く従業員を対象としたインタビュー調査による事例分析と、Web登録モニターを対
象した総合職、エリア総合職、一般職への質問紙(WEB)調査による統計的分析の両面から、それらの課題を実証
的に明らかにすることができ、労働政策への適用のための基礎研究となった。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 
1986 年に男女雇用機会均等法が施行され、多くの企業がコース別雇用管理制度を導入し、総合

職と一般職の区分が設定された。その後、働く地域を限定したエリア総合職や働く時間を短くし
た短時間正社員が導入された。一般職やエリア総合職、短時間正社員の多くは女性が占めており、
男女間の格差をもたらしてきた。女子差別撤廃条約委員会は、日本の労働市場において続く水平
的・垂直的職務分離及び低賃金雇用部門への女性の集中の原因の一端はコース別雇用管理制度
にあることを長年指摘している。厚生労働省『令和４年度雇用均等基本調査』によると、コース
別雇用管理制度を導入している企業は大企業ほど導入割合が高く、企業規模 5,000 人以上での
導入割合は 63.4％、ここ 10 年間で 15％程度上昇している。 
一方で、2014 年に改正「男女雇用機会均等法施行規則」が施行され、コース別の雇用管理にお

いて転勤要件が間接差別とされるケースとして、総合職の募集以外に職種の変更・昇進が新たに
追記された。労働者の職種変更・昇進・採用・募集に対して、なんら合理的理由がないのに転勤
要件を設けると、間接差別となる可能性が示された。また、金融業などでは、経営環境の変化と
女性の活躍推進法施策を受けて、総合職と一般職の中間に位置するコースの設定や一般職の職
域拡大、一方で一般職の廃止など、コース別雇用管理制度が変更されつつあることが指摘されて
いる。過去３年間にコース別雇用管理制度の見直しを行った企業割合は３割強に上る（厚生労働
省『令和４年度雇用均等基本調査』）。 
 
２．研究の目的 
 
本研究の目的は、格差をもたらす基準の妥当性を問い直し、ジェンダー公正な人事制度を提案

することである。具体的には、第一に、雇用管理区分を形成する基準の妥当性を問い直すことで
従来「あたりまえ」と考えられていた価値（全国転勤できた方がよい、女性は周辺業務の担当で
よい）を再考し、総合職、エリア総合職、一般職の職務や働き方、評価の見直しを射程に入れ、
包括的に男女ともが健康に能力を発揮して働くことができるジェンダー公正な人事制度を考察
すること、第二に、質的調査、量的調査の両方を実施して実態と課題を明らかにすること、特に、
エリア総合職や一般職の多くを占める女性の働き方や昇進、賃金、キャリア形成への影響を検証
するとともに、企業へのヒアリング調査と質問紙調査を実施することで、女性活躍推進のなかで
企業が一般職やエリア総合職の処遇をどう考え、どんな課題があり、どのような方策を考えてい
るかを把握すること、第三に、従業員へのインタビュー調査・質問紙調査を実施し、従業員の雇
用区分管理への満足・不満や不安感を把握すること、第四に、転勤の実態や企業が転勤によって
従業員に求めるもの、従業員にとって転勤の持つ意味を明らかにすること、第四に、職務のあり
方と転勤あり／なし（主にエリア総合職と総合職）による雇用区分の見直しを考察することで、
職務のあり方と転勤あり／なしという異なる仕事の評価指標を用いて考察することである。 
 
３．研究の方法 
 
文献による企業の事例収集、多様な正社員の人事管理の現状について専門家からのヒアリン

グを行った上で、研究期間のすべての年度において、企業の状況について、企業ヒアリング調査
もしくは労働組合ヒアリング調査を実施した(計 10 社)。そのうち 2社の協力を得て、労働者(従
業員および組合員)のインタビュー調査を実施した(計 29 人)。それらを踏まえ、Web 登録モニタ
ーを利用して、常用労働者数 300 人以上の転居を伴う国内転勤のある民間企業に勤務する正社
員のホワイトカラー職を対象に「転勤とアフターコロナのワークスタイル調査」を企画し、2023
年 3 月に総合職と勤務地限定総合職を対象として、2024 年 3 月に一般職を対象として、WEB 質
問紙調査を実施した。総合職調査(2023 年)では男性 844 票、女性 807 票、勤務地限定総合職調
査(2023 年)では男性 215 票、女性 207 票、一般職調査(2024 年)では男性 184 票、女性 351 票の
回収を得た。 
 
４．研究成果 
 
非正社員・正社員の区分をすべてなくし、雇用管理区分を一元化した小売業（全国直営 120 店

舗展開）A 社の事例研究からは、第一に、A 社は全従業員を無期雇用に統合したが、A 社で「意
欲」と考えられているものは、リーダー層への昇格、全国転勤やマネジメントを目指すものであ
り、この「意欲」の解釈はジェンダー化され、女性の主体性抑圧につながっていった。第二に、
A 社の自主性に任せた雇用管理は本人と上司の性別役割分業意識にもとづくジェンダーバイア
スが表れやすく、男女のキャリア格差を生み出していた。第三に、A社における転勤できる・で
きないと、仕事への志向性、役割の関連づけは、明確な理由はなく、従業員たちは転勤を仕方な
いと思いつつ、スキルアップの機会とも考えていたが、人事は人員配置の必要性から転勤を行っ



ていた。 
また、A 社も含めた企業の事例研究から、企業の雇用管理区分は、従来の正社員／非正社員、

総合職／一般職にみられるような二元的区分から、雇用期間の定めの有無、職種限定の有無、勤
務地限定の有無、勤務時間の長短の有無等の組み合わせによって多元化している実態が明らか
となった。一方で、雇用管理区分を統合しシングルステイタス化を推し進める企業も増加してお
り、シングルステイタス化には、転勤を区分要件としないことで従来の人事制度を一本化する方
向性と職務中心の人事制度をもとに異動もジョブポスティングとする 2 つの方向性が見られた。
そうした状況においても、新たな雇用区分間でのジェンダーの偏りは依然として存在している
ことが明らかとなった。人事制度や業務そのものにジェンダーが介在する余地はそれほど大き
くなくなりつつあるが、上司の無意識のジェンダーバイアス等の要因が、女性のキャリア形成を
妨げていた。また、転勤制度については、転勤可／不可で資格を区分することが、新たな雇用区
分として機能しており、こうした企業では、「転勤による異動」と「転居伴わない転勤による異
動」の機能を分けて考える必要性が示唆された。 
さらに、雇用管理区分を見直す背景には、企業における女性活躍ならびに DEI マネジメントの

重要性に対する認識の高まりと、従業員のワーク･ライフ･バランス重視のニーズに応えるかた
ちでの、コロナ禍と人手不足をきっかけとしたリモートワーク(在宅勤務)などの柔軟な働き方
の導入が背景にあった。雇用管理区分の見直しは、従来の日本的雇用慣行における人材育成のあ
り方の変化としても捉えられることを明からにした。 
労働者への WEB 調査からは、勤務地限定正社員制度に関して、「育児や介護中の社員の退職防

止に役にたつ」に対して、総合職男女、勤務地限定総合職男女とも 8 割前後がそう思う(「そう
思う」+「どちらかといえばそう思う」の計、以下同様)と回答してそのメリットを認めており、
従業員のワーク･ライフ･バランスに寄与するものとして捉えられていた。他方、「転勤があるか
どうかで、昇進に制限がつくのは妥当だ」に対して、総合職男女とも約 67％がそう思うと回答
したが、勤務地限定総合職女性では約 58％とやや低く、勤務地限定総合職の女性は総合職より
も昇進に制限を設けることには反対する傾向が見られた。さらに、転勤に関する意見について、
いくつかの質問でたずねたところ、「全国どこにでも転勤できる人材には価値がある」に対して、
総合職男女とも約 65%、勤務地限定総合職男女約 60％、一般職男女約 70％が、そう思うと回答
したいっぽうで、「転居を伴う転勤をしなくてもすむような人事制度を作ったほうがよい」に対
して、どの雇用区分でも 70％前後が、そう思うとしており、転居を伴う転勤の機能は認めつつ
も、転勤のあり方の見直しを求めていることがわかった。特に、勤務地限定総合職と一般職の女
性では、「転居を伴う転勤は女性社員の就業継続の障害となっている」、「転居を伴う転勤は女性
社員の就業継続の障害となっている」に対して 70%前後がそう思うと回答していて、これは男性
よりも 10 ポイント以上高く、転居を伴う転勤が女性従業員のキャリアの障害になっていると考
える傾向が強かった。また、転勤による仕事以外の生活の困難（ライフプランがたてづらい、育
児・介護がしずらい、持ち家を所有しづらい等）についても、どの雇用区分も女性従業員のほう
がそう思うと回答する割合が高かった。 
 企業調査と労働者への WEB 調査の結果から、「転居を伴う転勤」の機能や逆機能、人事制度の
改変と雇用管理区分の見直しについて、複合的な視点から検討することができたと考える。 
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